
令和４年９月定例月議会議案一覧 

 

議案番号 件   名 

報告 ９ 令和３年度豊明市継続費に係る精算報告について 

報告１０ 健全化判断比率の報告について 

報告１１ 放棄した債権の報告について 

議案５４ 教育委員会の委員の任命について 

議案５５ 財産の買入れについて（大宮小学校校舎） 

議案５６ 令和４年度豊明市一般会計補正予算（第５号）について 

議案５７ 財産の買入れについて（救助資機材搭載型積載車） 

議案５８ 市道の路線廃止について 

議案５９ 市道の路線認定について 

議案６０ 豊明市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

議案６１ 令和４年度豊明市一般会計補正予算（第６号）について 

議案６２ 
令和４年度豊明市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）に
ついて 

 





















報告第１１号 

 

放棄した債権の報告について 

豊明市債権管理条例第１３条第１項の規定に基づき、市の債権を別紙のとお

り放棄したので、同条第２項の規定により議会に報告する。  

 

令和４年８月２５日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      



私債権等放棄調書 

所管課 学校教育課 

債権の名称 学校給食費 

債権の金額及び件数 １２４，３４１円（１件） 

債権を放棄した理由 消滅時効に係る時効期間が満了し、私債権等放棄審査

会において審査され、放棄妥当と決定したため。  

（豊明市債権管理条例第１３条第１項第１号該当） 

 

債権の名称 学校給食費 

債権の金額及び件数 １１３，０８５円（９件） 

債権を放棄した理由 徴収停止措置後相当期間が経過したが、弁済する見込

みがないと私債権等放棄審査会において審査され、放

棄妥当と決定したため。 

（豊明市債権管理条例第１３条第１項第４号該当） 

 



議案第５４号 

 

   教育委員会の委員の任命について  

教育委員会の委員久留島夕紀氏は、令和４年９月３０日任期満了となるので、

下記の者を任命するものとする。  

 

  令和４年８月２５日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典 

 

記 

住  所   豊明市大久伝町 

氏  名   南 寿樹 

生年月日    

 

   説 明 

この案を提出するのは、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４条

第２項の規定に基づき、議会の同意を得るため必要があるからである。  

 



議案第５５号 

 

   財産の買入れについて 

 下記のとおり財産を買い入れるものとする。 

 

  令和４年８月２５日提出 

 

                豊明市長  小 浮 正 典      

 

記 

１ 物 品 名   大宮小学校校舎 

２ 納 入 場 所   豊明市立大宮小学校 

３ 数 量   １棟 

４ 買 入 金 額   ４２，１３０，０００円 

５ 買 入 先   名古屋市千種区仲田二丁目１５番８号ＮＴビル１０階 

           株式会社内藤ハウス 名古屋支店 

           支店長 海川 敬一 

６ 契 約 の 方 法   ８社の指名競争入札 

 

   説 明 

 この案を提出するのは、大宮小学校における多目的に活用できる教室が不足

していること及び放課後子ども教室を当該校内に設けるため新たに校舎設置の

必要があるからである。 

 





















議案第５７号 

 

財産の買入れについて 

下記のとおり財産を買い入れるものとする。  

 

  令和４年８月２５日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典 

 

記 

１ 物 品 名   救助資機材搭載型積載車 

２ 納 入 場 所   豊明市消防団 

３ 数   量   ２台 

４ 買 入 金 額   ２７，５００，０００円 

５ 買 入 先   名古屋市中区金山二丁目１番５号 

          平和機械株式会社 

          代表取締役 小野 寛利 

６ 契約の方法   ６社の指名競争入札 

 

   説 明 

 この案を提出するのは、救助資機材搭載型積載車を買い入れるため必要があ

るからである。 

 











議案第６０号 

 

   豊明市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について 

 豊明市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を別添のように

定めるものとする。 

 

  令和４年８月２５日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典      

 

   説 明 

 この案を提出するのは、地方公務員の育児休業等に関する法律及び人事院規

則等の改正に伴い改正する必要があるからである。 

 

 

 



豊明市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 豊明市職員の育児休業等に関する条例（平成４年豊明市条例第１号）の一部

を次のように改正する。 

 第２条第４号中「次のいずれかに該当する非常勤職員」を「非常勤職員であ

って、次のいずれかに該当するもの」に改め、同号ア（ア）中「第２条の４」

の前に「当該子の出生の日から第３条の２に規定する期間内に育児休業をしよ

うとする場合にあっては当該期間の末日から６月を経過する日、」を加え、「、

２歳」を「当該子が２歳」に改め、同号イを次のように改める。 

イ 次のいずれかに該当する非常勤職員 

（ア） その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」とい

う。）（当該子について当該非常勤職員が第２条の３第２号に

掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末日とされた日が

当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされ

た日。以下（ア）において同じ。）において育児休業をしてい

る非常勤職員であって、同条第３号に掲げる場合に該当して当

該子の１歳到達日の翌日を育児休業の期間の初日とする育児休

業をしようとするもの 

（イ） その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をし

ている場合であって、当該任期を更新され、又は当該任期の満

了後引き続いて特定職に採用されることに伴い、当該育児休業

に係る子について、当該更新前の任期の末日の翌日又は当該採

用の日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする

もの 

第２条第４号ウを削る。 

第２条の３第３号を次のように改める。 

（３） １歳から１歳６か月に達するまでの子を養育する非常勤職員が、

次に掲げる場合のいずれにも該当する場合（当該子についてこの

号に掲げる場合に該当して育児休業をしている場合であって第３

条第７号に掲げる事情に該当するときはイ及びウに掲げる場合に



該当する場合、市長が定める特別の事情がある場合にあってはウ

に掲げる場合に該当する場合） 当該子の１歳６か月到達日 

  ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員が前号に

掲げる場合に該当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶者

が同号に掲げる場合若しくはこれに相当する場合に該当してする

地方等育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後

である場合にあっては、当該末日とされた日（当該育児休業の期

間の末日とされた日と当該地方等育児休業の期間の末日とされた

日が異なるときは、そのいずれかの日））の翌日（当該配偶者が

この号に掲げる場合又はこれに相当する場合に該当して地方等育

児休業をする場合にあっては、当該地方等育児休業の期間の末日

とされた日の翌日以前の日）を育児休業の期間の初日とする育児

休業をしようとする場合 

  イ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非

常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の末

日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当

該末日とされた日）において育児休業をしている場合又は当該非

常勤職員の配偶者が当該子の１歳到達日（当該配偶者が同号に掲

げる場合又はこれに相当する場合に該当してする地方等育児休業

の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあ

っては、当該末日とされた日）において地方等育児休業をしてい

る場合 

  ウ 当該子の１歳到達日後の期間について育児休業をすることが継続

的な勤務のために特に必要と認められる場合として市長が定める

場合に該当する場合 

 エ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該

非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児休業の期間の

末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、

当該末日とされた日）後の期間においてこの号に掲げる場合に該

当して育児休業をしたことがない場合 



第２条の４中「養育するため、非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌

日（当該子の１歳６か月到達日後の期間においてこの条の規定に該当してその

任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であ

って、当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用さ

れるものにあっては、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日）

を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合であって、」を

「養育する非常勤職員が、」に改め、「各号」の次に「に掲げる場合」を加え、

「とき」を「場合（当該子についてこの条の規定に該当して育児休業をしてい

る場合であって次条第７号に掲げる事情に該当するときは第２号及び第３号に

掲げる場合に該当する場合、市長が定める特別の事情がある場合にあっては同

号に掲げる場合に該当する場合）」に改め、同条中第２号を第３号とし、第１

号を第２号とし、同条に第１号として次の１号を加える。 

（１） 当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日の翌日（当該非常勤職

員の配偶者がこの条の規定に該当し、又はこれに相当する場合に該

当して地方等育児休業をする場合にあっては、当該地方等育児休業

の期間の末日とされた日の翌日以前の日）を育児休業の期間の初日

とする育児休業をしようとする場合 

第２条の４に次の１号を加える。 

（４） 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６か月到達日後の

期間においてこの条の規定に該当して育児休業をしたことがない場

合 

第２条の５を削る。 

第３条中第５号を削り、第６号を第５号とし、同条第７号中「第２条の４」

を「前条」に改め、同号を同条第６号とし、同条第８号中「その任期」を「任

期を定めて採用された職員であって、当該任期」に、「非常勤職員」を「も

の」に、「育児休業に係る子について、当該任期が」を「任期を」に、「に特

定職に引き続き」を「引き続いて特定職に」に、「任期の末日」を「育児休業

に係る子について、当該更新前の任期の末日」に、「当該引き続き採用され

る」を「当該採用の」に改め、同号を同条第７号とする。 

第３条の次に次の１条を加える。 



（育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を基準として条

例で定める期間） 

第３条の２ 育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を基準

として条例で定める期間は、５７日間とする。 

   附 則 

 この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 
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